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社会保障適正化には「資産」要件の加味が必要だ 

所得基準だけでは高齢者の経済状況は捉えられない 
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 児童手当や児童扶養手当など社会保障給付を受けるには、さまざまな「所得」要件

が付されている。また、医療・介護・年金の社会保険料は、原則、「所得」に応じた負

担となっている。 

 しかし、周りを見回すと、65歳になったので就労はしていないが、これまでの勤労の

成果や親からの相続などにより、多額の「資産」を持ち、豊かな生活をしている高齢者

も相当数見かける。 

 社会保障の肥大化を防止していくことが急務であるわが国にとって、「所得」だけを

社会保障のさまざまな局面で基準とすることは、多くの無駄を生じさせている（必要以

上の低負担になっているなど）のではないか。早急に、「資産」要件も加味していくべ

きではないか、そのための環境整備はどうすべきかなどについて論じてみたい。 

「所得」に応じたきめ細かい要件 

 高齢者の医療保険や介護保険料をみると、以下のように、「所得」に応じたきめ細

かい要件が付されている。 

 世田谷区の介護保険制度では、最も保険料の低い生活保護受給者や住民税非課

税の者は 34,830円で、そこから住民税合計所得金額が 3,500万円以上の者の年間

325,080円まで 17段階に分かれる。 

 医療費の自己負担に上限を設定する高額療養費制度の自己負担限度額も、住民

税非課税世帯では 34,500円だが、210万円、600万円、901万円という賦課基準額

（所得から基礎控除を差し引いたもの）により最高 352,600円+アルファの 5段階と

なっている。 
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 図表は、夫婦高齢者世帯（65歳以上の夫婦のみの世帯）の収入階級別の貯蓄保

有状況である（財政制度等審議会財政制度分科会 平成 27年 4月 27日提出資

料）。これを見ると、所得 200万円未満で 8.4％、200万円から 300万円の世帯で

12.9%の世帯が 2000万円以上の金融資産を保有していることがわかる。その一方

で、400万円から 500万円の収入の世帯でも、300万円未満の金融資産の世帯が

７％存在している。 

 所得基準だけでは高齢者の経済状況が十分捉えられていないといえ、「所得」に加

えて「資産」も加味して負担を考えていく必要があるのではないか。 

図表：夫婦高齢者世帯の貯蓄保有状況 

 筆者は、かつて一定の前提の下で、資産要件を加味すると、少なくとも約 5000億

円の増収効果が見込まれるという試算を公表したことがある。（日立コンサルティング

レポート 004「マイナンバーを活用した社会保障適正化の方向性」） 

 実は政府もその方向で検討していく予定で、3年前の 2015年 6月の「経済財政運

営と改革の基本方針 2015」(骨太 2015)には、以下のように記述されていた。 
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（負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化） 

 社会保障制度の持続可能性を中長期的に高めるとともに、世代間・世代内での負

担の公平を図り、負担能力に応じた負担を求める観点から、医療保険における高額

療養費制度や後期高齢者の窓口負担の在り方について検討する・・・あわせて、医療

保険、介護保険ともに、マイナンバーを活用すること等により、金融資産等の保有状

況を考慮に入れた負担を求める仕組みについて、実施上の課題を整理しつつ、検討

する。（太字、筆者） 

「資産」要件の検討は大きく後退 

 しかし、本年 6月に公表された「経済財政運営と改革の基本方針 2018」(骨太

2018)には、「負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化、自助と共助の役割分担

の再構築」という項目の中、以下のような記述になっている。 

 高齢化や現役世代の急減という人口構造の変動の中でも、国民皆保険を持続可能

な制度としていく必要がある。・・・高齢者医療制度や介護制度において、所得のみな

らず資産の保有状況を適切に評価しつつ、「能力」に応じた負担を求めることを検討

する。(太字、筆者) 

 つまり、この 3年間に「資産」を要件としていくという検討は、大きく後退したのであ

る。その理由は、2015年には記述されていたが本年には落ちた「マイナンバーを活

用」という点にある。 

遅れる預貯金口座への付番 

 マイナンバーは、2016年 1月から稼働しているが、預貯金口座への付番（以下、預

金付番）が始まったのは 2018年からである。銀行に対する国税・地方税の税務調査

や、生活保護等社会保障制度の資力調査の際に、番号付きの預金情報が利用され

ることになったのだが、当面は「番号告知の義務付け」は行われず、銀行による任意

の対応ということになった。 

 そして、「付番開始後 3年を目途に、預貯金口座の付番状況を踏まえながら、適切

にマイナンバーの提供を受ける方策を検討し、国民の理解を得つつ、必要な措置を

講じる」こととされた。 

 しかしその後、付番の義務付けについて見直しが検討されているという事実はなく、

新規口座開設などの際に任意で付番が行われているという状況のままである。これ

では、「金融資産等の保有状況を考慮に入れた負担を求める仕組み」はできない。 



 ではわが国の預貯金口座への付番はなぜ遅れているのか。預貯金付番にはシス

テム導入の莫大なコストがかかり、金融機関にとっては大変重い負担になる、という

のが理由のようだ。そうであるなら、業界団体でそのシステムコストを分担するなどの

知恵を出していく事も可能なはずだ。政府がその方向で、預金付番の義務付けの検

討のイニシアティブをとっていく必要がある。 

マイナンバーを活用した所得・資産の把握を進めたい 

 より大きな問題は、わが国にはデジタル・ガバメントを進めていく組織がバラバラで、

統括して全体を把握する部署や人材がいないということではないか。平成 30年 1月

16日に eガバメント閣僚会議決定として、「デジタル・ガバメント実行計画」なるもの

が公表されているが、番号(マイナンバー)の本格活用に向けての記述は極めて少な

い。預金付番についても、触れられていない。 

 社会保障費のむやみな膨張は、あらゆる手段で抑制していかなければ、この国の

社会保障の持続性は保証されない。社会保障制度の信頼性・持続性を維持するため

には、マイナンバーを活用した所得・資産の把握を進め、社会保障制度の公平化・効

率化を進めていくことが必要にならざるをえないのである。 
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